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  わが国では、 2010年3月期事業年度よりIFRSに基づく財務諸表の任意適用が認められ、
























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
∗本稿は、(独)経済産業研究所の研究プロジェクト「企業情報開示システムの最適設計」の成果、全 5 編の


















１．  はじめに 
  現在、100 ケ国以上で、IASB が作成する IFRS のアドプション・コンバージェンスが検討
されている。IASB の目的は、公共の利益のために、高品質で、理解可能な、かつ強制力のあ
る「単一で一組の高品質な会計基準（a single set of high quality accounting standards） 」の
開発を目指しているのである。そして、ＩＡＳB開発している IFRS は、世界中の資本市場の
参加者及び財務情報の利用者の経済的意思決定に役立つことを目的としている。 こうした状況
の下、 我が国でも、 2010 年3月期から IFRS に基づく連結財務諸表の任意適用が行われ、 2012








  現在、IASB が作成している IFRS の主要な特徴は、①投資家の意思決定に有用な情報を提
供する事を目的とする投資家モデル、②公正価値会計、③原則主義  及び④広範囲の開示等と
考えられる。 
















達成されるとの考え方を取ることとした。 （下記の図表を参照のこと。 ） 
 
























































































































































































書において肯定的に表明された、 絶対的でないが高い水準の保証である （IAASB， Handbook） 。
従って、財務諸表監査における監査意見は、絶対的な保証ではなく合理的な保証であることに
留意して、監査人の判断の課題を考える必要がある。なお、財務諸表のレビュー・エンゲージ











































図表 2  複雑な金融商品―価値評価の不確実性と監査手続き（例示） 








































チー上記の財務諸表項目の残高などに対して、 直接、 監査手続きを実施するがあると思われる。  






















































財務諸表の監査にも影響を与えるように思える。 この議論を注視して IFRS 監査の動向を検討
することが必要になると思える。 
 
3. IFRS の下での監査の課題 
  IFRS の適用が、いかなる範囲の企業を対象にし、いかなる程度の強制力をもって適用され




(1)  原則主義の下での監査判断 
  IFRS では、原則主義がとられている。これまでの日本の会計基準は、アメリカ型の詳細な
規則を有する規則主義的なアプローチをとってきたことから、 原則主義に基づく IFRS の導入
によって、さまざまな問題が生じることが予想される。 
 第 1に、IFRS の解釈に関する問題がある。 
  IFRS に関しては、 IFRS の解釈ないし詳細規定を公表することができるのは IFRIC だけで
あると定められている。そのことは、IFRS を導入（アドプション）した場合に、日本国内に
おいて独自の解釈や詳細規定を出すことができないことを意味する１。 そうした状況において、






                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
























ない以上、 不可侵ということは考えられない。 他方、 原則主義に基づいて行った判断について、
















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
３ この点については、五十嵐（2009,  第13 章等）を参照されたい。 14 
 
異なる対応ないし手続が求められると思われる。 



































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  



































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
５ この点について，監査人に対して，過度に保守的な対応を図ることがないよう，また，理論




z  調査対象――大手監査法人のマネージャー階層の監査業務従事者 30 名 
z  調査期間――2008 年9月29 日～12 月1日 
z  調査方法――面接調査 
＜調査結果＞ 
  見積り項目の監査手続によって，当該項目についての合理的な保証（確信）を得られてい
る。 （10 名：33％）  
  見積り項目の監査には，さらなるガイダンスが必要である。 （7 名：23％）  
  見積り項目の中には，監査では保証が得られないものがある。 （19 名：63％）  
  見積り項目の監査において，理論値または監査人の算定した数値の幅に合致しないことを



















現在、 IAASB においては、 IASB とのリエゾンの問題がアジェンダとして挙がっているが、
そうした議論の中で、 監査可能性の側面からの IFRS 開発への一定のフィードバックが期待さ
れるところである。 また、 いかようにしても IFRS 側での対応が難しい場合には、 監査報告上、






  IFRSは約100ヶ国以上で、 コンバージェンス ・ アドプションに向かって進行している。 IFRS
の主要な特徴は、原則主義で作成されること、公正価値の広範なる適用、投資家に意思決定に
有用な情報を提供する投資家モデルの採用、ディスクロージャーの拡大などである。 
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 一 方 、 四半期開示制度や内部統制報告制度については、 国際的な観点からというのではなく、
日本の証券市場における透明性の確保やコーポレートガバナンスの強化の観点から米国の制

















II.  ＩＦＲＳ導入に伴う公正価値測定の拡充と情報内容の変質 






















図表 1  公正価値測定の諸仮定 
(1)  秩序ある取引 
(2)  主要な市場   
(3)  市場参加者 
(4)  資産・負債の評価アプローチ 
 














III.  ＩＦＲＳ時代の保証業務のあり方 




















 ①  監 査 と は ， 会計責任事項に関する書面による意思表示の信頼性を高めるような積極的意
見の表明を通じて高いレベルの保証を行うことを目的とする業務である〔アテスト監査〕
（Parker and Soukseun[1999], p.61）。 
  ②  監査とは，会計責任事項に関する書面による意思表示がない場合に，当該事項に関する
目的適合的で信頼できる情報を提供することによって，そして， 当該事項に関する積極的
意見の表明を通じて，高いレベルの保証を行うことを目的とする業務である 〔直接報告監
査〕（Parker and Soukseun[1999], p.61）。 
 
図表 2  監査業務と保証の類型 
業務の種類 
監査  レビュー 
合意に基づく手続 
アテスト  直接報告 アテスト 直接報告
保証水準  高水準の保証  中水準の保証  無保証 
書面による 
意思表示の有無 
有  無  有  無  ＊ 
意見表明の形式  積極的意見  消極的意見  発見事実のみの伝達 22 
 
出典：Appendix 1 Explanatory Framework for Standards on Audit and Audit Related Services, in: Parker and 
Soukseun[1999], p.68. 付録 1 の監査及び監査関連業務の説明体系図をもとにまとめたものである。 
   


























る（Parker and Soukseun[1999], p.63）。 
  以上、Parker and Soukseun[1999]の所説によりながら、企業情報開示の信頼性を担保する保
証業務について類型的に明らかにしてきた。 ＩＦＲＳとのコンバージェンスが進められてきた
日本の会計基準は、金融商品会計、棚卸資産会計、リース会計、固定資産の減損会計、退職給



















予測財務情報の開示を拡充する場合の保証業務あり方について検討するものである。   
 
IV.  見積情報及び予測財務情報の保証業務 






















対応性） 」 ， 「不偏性の検証 （ルールの妥当性） 」 ， 「操作的検証 （ルールと結果との対応性） 」 ，














































図表 4  予測財務情報の監査プロセス 
 
 ①     監査契約に際して検討すべき事項（図表5)  
         検討事項の確認とエンゲージメント・レターの送付 
 
  ②  監査人の要件（図表6）   
          関与先の事業活動に関する知識と予測財務情報の作成プロセスに関する理解 
 
  ③  監査目的と関与範囲の決定（図表7）   
          仮定の合理性に関する消極的保証・情報の適正性に関する積極的保証 
 
 ④     監査の実施（図表8）   
     文 書 的検証・不偏性の検証・操作的検証 
 




図表 5 監査契約に際して検討すべき事項及びエンゲージメント・レター 
契約前に検討すべき事項
1.  情報の用途 
2.  特定利用者向けか，一般利用者向けか 
3.  最善の仮定か，仮説的仮定か 
4.  情報の内容（構成要素） 
5.  予測期間 
6.  以前の期間の財務情報に関する修正監査意見の有無とその内容 
契約を受諾するときに検
討すべき事項 
1.  監査期間の適切性 
2.  実体の経済的実態と成長性，実体の取引活動又はプロジェクト 
3.  実体が活動する経済環境及び産業 
4.  実体の事業活動の安定性 
5.  実体の財務的強度 
6.  予測財務情報の仮定に責任を有する経営管理者の評価 
7.  予測財務情報の作成に関する経営管理者の過去の記録 
8.  実体が活動する事業分野と産業ならびに予測財務情報の報告に関する監査契約
  チームの経験 
9.  仮定に対する責任についての管理機関（たとえば，取締役会）の理解 
10.  仮定を裏づけるための第三者からのデータ（産業統計等）の利用可能性 
エンゲージメント・ レター
の送付 
1.  契約前に検討すべき事項の確認 
2.  仮定に対する管理機関の責任の確認 
3.  仮定の設定に関連したすべての情報とソースデータを提供しなければならない
という管理機関の責任の明示 









図表 6  監査人の知識・経験 
実体の事業活動に関す
る知識 
1.  資源及び長短期の資金調達の利用可能性とコスト 
2.  実体の財貨・サービスに対する市場の性質・状況 
3.  実体が活動する産業に固有の要因（競争，技術革新，規制等） 
予測財務情報の作成プ
ロセスに関する理解 
1.  予測財務情報の作成に利用されたシステムに対する内部統制 
2.  予測財務情報作成の担当者の能力と経験 
3.  経営管理者の仮定の根拠となっている実体が作成した文書の性質 
4.  統計手法，数学的手法，コンピュータ支援手法が利用された範囲とその信頼性
5.  仮定の開発と応用に利用された手法 
6.  以前の期間に作成された予測財務情報の正確性と重要な差異の理由 
  出典：Parker and Soukseun[1999], p.423 
 
図表 7  監査目的と関与範囲の決定要因 
監査目的 
1.  経営管理者の最善の仮定が予測財務情報の作成にとって合理的である  かど
うか。 






1.  重要な虚偽表示の発生確率 
2.  過去の監査業務を通じて獲得した知識 
3.  予測財務情報の作成に関する経営管理者の能力 
4.  予測財務情報が経営管理者の判断によって影響を受ける程度 
5.  基礎データの適切性と信頼性 
出典：Parker and Soukseun[1999], pp.424-428.  ここでは，監査意見表明の内容を監査目
的として整理している。 
 
図表 8  予測財務情報の検証手続 
文書的検証 





不偏性の検証  1.  予測財務情報が歴史的財務情報と一貫性ある基礎に基づいて作成されたかどうか。 
操作的検証 
1.  予測財務情報が経営管理者の仮定に基づいて適切に作成されたかどうか。 
2.  予測財務情報が経営計画等と矛盾しないかどうか。 
3.  利子率等の一般的変数に基づく金額の決定に矛盾がないかどうか。 
4.  予測期間が適切であるかどうか。 









































  仮定を裏づける証拠を検査した結果， 注記に記載された仮定が予測財務情報の作成のための
合理的基礎を提供するものではないという確信を我々に抱かせるような事実は何も発見され
なかった。 
  我々の意見として 
 ( a)  予測財務情報は，注記に記載されている仮定に基づいて適切に作成されている。 
 ( b)  予測財務情報は，次の事項に準拠して適正に表示されている。 
   (i)  報告フレームワーク 
  ( ii) 「～」に終了した「第～期」の監査済財務報告書において会社が採用し開示した会
計方針と一貫性のある方法（会計方針の変更を除いて） 





日 付                    監査法人 



















  出典：（Parker and Soukseun[1999], pp.432,433） 28 
 
 
 図 表 9において， 最善の仮定を用いて予測財務情報を作成している場合の監査報告書の雛形
がまとめられている。仮説的仮定のみで予測財務情報が作成されているときは，仮説的仮定は
その性格上その仮定を裏づけるための十分に適切な証拠が利用できないことから，監査人は，
仮説的仮定に関する意見を表明してはならない（Parker and Soukseun[1999], pp.428,429）。最
善の仮定と仮説的仮定に基づいて情報が作成されている場合は， 監査人は仮説的仮定が生じる
であろうという見込みの下で最善の仮定と予測財務情報について報告しなければならない
















V.  予測財務情報の信頼性の保証に関する類型的特徴 
  周知のように、予測財務情報の会計基準がアメリカ及びカナダにおいて設定されたのは，企















で次の 3 点について意見表明を行う。 
  ①  仮定が合理的であるかどうか（作成のための合理的基礎を提供するかどうか）。 
  ②  情報は仮定に基づいて適切に作成されているかどうか。 




図表 10  予測財務情報の信頼性に関する保証の類型 
国別 
会計基準  監査基準 













検査  積極的保証 ＊  積極的保証 





検査  積極的保証 積極的保証 積極的保証 
イギリス  ×  ＊  ﾚﾋﾞｭｰ 消極的保証 積極的保証 積極的保証 
オーストラリア  ×  ＊  監査  消極的保証 積極的保証 積極的保証 
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